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第１ 国土強靱化とは

大災害の都度、長期間かけて復旧・復興を図るという事後対応の繰り返しを避

け、平時から大規模自然災害に対して備えるため、事前防災対策を行うことが重

要である。

また、最悪の事態を念頭に置き、国土政策・産業政策も含めた総合的な対応を

国家百年の大計として行っていく必要がある。

このような考え方の下に、いかなる自然災害が発生しようとも、

① 人命の保護が最大限図られること。

② 国家及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること。

③ 国民の財産及び公共施設に係る被害の最小化

④ 迅速な復旧復興

を基本目標として、「強さ」と「しなやかさ」を持った安全・安心な国土・地

域・経済社会を構築すること。

（出展：内閣官房国土強靱化推進室資料）

第１章 はじめに
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第２ 計画の策定趣旨

2011 年に発生した東日本大震災の経験を通じ、不測の事態に対する我が国の社

会経済システムの脆弱さが明らかとなり、今後想定される首都直下地震や南海ト

ラフ地震等の日本全体の経済や国民生活に影響を及ぼしかねない大規模自然災害

への備えが国家的な重要課題として認知されることとなった。

これまで国では、2013 年 12 月に、「強くしなやかな国民生活の実現を図るため

の防災・減災等に資する国土強靱化基本法」（平成 25 年法律第 95 号。以下「基本

法」という。）が施行され、2014 年６月には、基本法に基づく「国土強靱化基本計

画」（以下「基本計画」という。）が閣議決定された。その後、策定から４年が経過

した 2018 年 12 月に、緊急かつ集中的に実施すべき施策を示した「防災・減災、国

土強靱化のための３か年緊急対策」が閣議決定され、2020 年 12 月には、激甚化す

る風水害や切迫する大規模地震への対策などの取組について、更なる加速化・深化

を図ることとした「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」が同じく

閣議決定されている。

北海道においては、高い確率で発生が想定されている日本海溝·千島海溝周辺海

溝型地震を始め、火山噴火や豪雨·豪雪などの自然災害リスクに対する取組を進

め、北海道の強靱化を図るための地域計画として、2015 年３月に「北海道強靱化

計画」を策定したところであり、５年が経過した 2020 年３月、10 年が経過した

2025 年３月には直近の自然災害から得られた知見などを踏まえた改定が行われる

など、今後の大規模自然災害等に備え、事前防災及び減災に係る施策を総合的に推

進するための枠組みが順次整備されてきた。

この間、音更町においても、東日本大震災や 2011 年台風 12、13 号及び 2016 年

台風 10 号による町民避難を要するこれまでに経験の無い大雨被害や、2018 年胆振

東部地震による大規模停電（ブラックアウト）等に見舞われた教訓を踏まえ、「音

更町地域防災計画」の見直しを始め、防災・減災のための取組及び危機管理体制

を強化してきたところである。

本町全体における自然災害に対する脆弱さを再認識し、音更町の強靱化を図る

ことは、国や北海道全体の強靱化へ寄与するだけでなく、今後想定される大規模

自然災害から町民の生命・財産を守り、本町の持続的な成長を実現するために必

要不可欠な課題であり、国、北海道、民間事業者、町民等の総力を結集し、これ

までの取組を更に加速していかなければならない。

こうした基本認識の下、音更町における国土強靱化に関する施策を総合的かつ

計画的に推進するため、2021 年７月に「音更町強靱化計画」を策定し、様々な取

組を行ってきた。

策定から５年が経過し、切迫する大規模地震災害、相次ぐ気象災害、インフラ

の老朽化等の危機に打ち勝つためには、継続的・安定的に防災・減災、国土強靱

化の取組を進めていくことが重要であることから、これまでの取組の点検結果や
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能登半島地震など近年の自然災害から得られた知見、国や北海道の計画の見直し

内容などを踏まえ、本計画を見直し、強靱化の取組をより一層充実・強化してい

くこととする。
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第３ 計画の位置付け

本計画は、基本法第 13 条に基づく国土強靱化地域計画として策定するものであ

り、国土強靱化に関係する部分について地方公共団体における様々な分野の計画等

の指針となるものと位置付けられている。このため、音更町の総合計画や他の分野

別計画と連携しながら、重点的・分野横断的に推進する計画として、防災計画や産

業、医療、エネルギー、まちづくり、交通等の国土強靱化に関連する部分の施策を

長期的な視点に立って一体的に推進する。

音更町総合計画

・音更町まち・ひと・しごと創生総合戦略
・音更町地域防災計画
（地震防災計画・水防計画）
・音更町公共施設等総合管理計画
・音更町耐震改修促進計画
・その他計画

連携
特定分野別計画

音更町強靱化計画

北海道強靱化計画

国土強靱化基本計画

調和

調和
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第４ 計画の推進期間等

本計画の推進期間は、社会情勢の変化や「国土強靱化基本計画」及び「北海道

強靱化計画」と調和を図る必要があることから、おおむね５年（令和８年度から

令和 12 年度まで）とする。

また、本計画は、音更町の他の分野別計画における国土強靱化に関する指針と

して位置付けるものであることから、国土強靱化に関連する分野別計画において

は、それぞれの計画の見直し及び改定時期に併せて所要の検討を行い、本計画と

の整合性を図っていく。

第５ 計画の推進方法

１ 施策の推進管理

本計画に掲げる施策の実効性を確保するためには、明確な責任体制の下で施策

の推進管理を行うことが必要である。

このため、施策プログラムの推進に当たっては、庁内の所管部署を中心に、国

や北海道等との連携を図りながら、各施策の進捗状況や目標の達成状況などを継

続的に検証し、効果的な推進につなげていく。

２ PDCA サイクルによる計画の着実な推進

計画の推進に当たっては、前項で示した各施策の進捗状況や目標の達成状況を

踏まえ、施策プログラム全体の検証を行い、その結果を踏まえた予算化や国・道

への施策提案を通じ、更なる施策推進につなげていくという PDCA サイクルを構築

し、音更町強靱化のスパイラルアップを図っていく。
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第１ 音更町強靱化の目標

音更町強靱化の意義は、大規模自然災害から町民の生命・財産を守り、本町の

重要な社会経済機能を維持することに加え、本町が持つポテンシャルをいかした

バックアップ機能を強化し、国及び北海道全体の強靱化に積極的に貢献していく

ことにある。

また、本町の強靱化は、大規模自然災害への対応を見据えつつ、産業、交通、

エネルギー、まちづくりなど幅広い分野における機能の強化を平時の段階から図

ろうとする取組である。こうしたことからも、人口減少対策や地域活性化など本

町が直面する平時の政策課題にも有効に作用し、本町の持続的成長につながるも

のでなければならない。

音更町の強靱化は、こうした見地から、本町のみならず国家的な課題として、

国、道、市町村、民間事業者が持つ政策資源を結集し、総力を挙げて取り組む必

要がある。

こうした中、2024 年１月に発生した能登半島地震においては、電気、ガス、上

下水道等のライフラインへの被害のほか、道路、鉄道等の交通インフラへの甚大

な被害が生じ、住民生活や中小企業、農林漁業や観光等の経済活動の大きな支障

となっている。本町でも日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震が高い確率で発生が

想定されており、今後、様々な自然災害から得られる教訓や知見を踏まえること

はもとより、音更町総合計画や総合戦略と一体的に「強靱な町づくり」を進めて

いくことが必要である。

以上の考え方を踏まえ、音更町強靱化を進めるに当たっては、国の基本計画に

掲げる「人命の保護」、「国家及び社会の重要な機能の維持」、「国民の財産及び公

共施設の被害の最小化」、「迅速な復旧復興」という４つの基本目標や、北海道強

靱化計画に掲げる「生命・財産と社会経済システムを守る」「北海道の強みをい

かし、国全体の強靱化に貢献する」「持続的成長を促進する」という３つの目標

に配意しつつ、次の３つを音更町独自の目標として掲げ、関連施策の推進に努め

るものとする。

第２章 音更町強靱化の基本的考え方

音更町強靱化の目標

（１）大規模自然災害から町民の生命・財産と音更町の社会経済システムを守る。

（２）音更町の強みをいかし、国・北海道全体の強靱化に貢献する。

（３）音更町の持続的成長を促進する。
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第２ 本計画の対象とするリスク

音更町強靱化の対象となるリスクは、自然災害のみならず、大規模な事故や国

内外に及ぶ感染症の流行など幅広い事象が想定され得るが、「北海道強靱化計画」

が首都直下地震、南海トラフ地震や日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震など、広

域な範囲に甚大な被害をもたらす大規模自然災害を対象としていることなども踏

まえ、本計画においても大規模自然災害を主な対象とする。

また、大規模自然災害の範囲については、目標（１）に掲げる「町民の生命・

財産と音更町の社会経済システムを守る」という観点から、音更町に甚大な被害

をもたらすと想定される自然災害全般とし、さらに、目標（２）に掲げる「国・

北海道全体の強靱化に貢献する」という観点から、町外における大規模自然災害

についても、音更町として対応すべきリスクの対象とする。

本計画で想定する主な自然災害リスクについて、過去の被害状況や発生確率、

被害想定など災害事象ごとの概略を以下に提示する。

１ 音更町における主な自然災害リスク

（１）地震

〇 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震

・根室沖の発生確率 … M7.8～8.5 程度、30 年以内に 90%程度

（2026 年１月 1日 地震調査研究推進本部）

〇 内陸型地震

・十勝平野断層帯主部の発生確率 … M8.0 程度、30 年以内に 0.1～0.2%

（2026 年１月 1日 地震調査研究推進本部）

〇 過去の被害状況

・釧路沖地震（1993 年）··· Ｍ7.8、最大震度６（音更町：震度５）

・十勝沖地震（2003 年）··· Ｍ8.0、最大震度６弱（音更町：震度５弱）

最大津波高 2.55ｍ、死者・行方不明者２人

・十勝地方南部地震（2013 年）··· Ｍ6.5、最大震度５強（音更町：震度５弱）

・北海道胆振東部地震（2018 年）··· Ｍ6.7、最大震度７（音更町：震度４）

死者 44 人

（２）豪雨／暴風雨／竜巻

〇 過去 30 年の台風接近数は、年平均 1.9 個（全国平均約 11.7 個）と比較的少な

いが、これまでも 1981 年の低気圧前線と台風による大水害を始め、前線性降雨

や台風による浸水被害等が道内各所で発生しており、また、近年においては、集

中豪雨による災害が頻繁に発生

○ 特に 2016 年８月に上陸した台風 10号に伴う大雨によって、甚大な被害が発生

（本町における住宅等被害は床上浸水 28 棟）
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（３）豪雪／暴風雪

〇 積雪寒冷地域である北海道では、大雪や雪崩、吹雪による交通障害、家屋の倒

壊、人的被害が頻繁に発生

〇 特に 2025 年２月の大雪によって、甚大な被害が発生

（本町における被害は、農業関連施設である D型倉庫及び農協施設それぞれ 1棟

が半壊、ビニールハウス 105 棟が全半壊）

２ 町外における主な自然災害リスク

（１）国内

ア 首都直下地震

〇 発生確率 ··· Ｍ７クラス、30 年以内に 70%

〇 被害想定 ··· 死者 1.8 万人、負傷者 9.8 万人、避難者 480 万人、

建物全壊 40 万棟、経済被害 83 兆円、被害範囲東京圏

イ 南海トラフ地震

〇 発生確率 ··· Ｍ８～９クラス、30 年以内に 60～90%程度

〇 被害想定 ··· 死者 29.8 万人、負傷者 95.2 万人、避難者 1230 万人、

建物全壊 235 万棟、経済被害 224.9 兆円、

被災範囲 40 都府県（関東、北陸以西）
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第１ 脆弱性評価の考え方

大規模自然災害等に対する脆弱性を分析・評価すること（以下、「脆弱性評価」

という。）は、国土強靱化に関する施策を策定し、効果的、効率的に推進していく

上で必要不可欠なプロセスであり（基本法第９条第５号）、国の基本計画や北海道

強靱化計画においても、脆弱性評価の結果を踏まえた施策の推進方策が示されて

いる。

音更町としても、本計画に掲げる音更町強靱化に関する施策の推進に必要な事

項を明らかにするため、国が実施した評価手法や「国土強靱化地域計画策定ガイ

ドライン」等を参考に、以下の枠組みにより脆弱性評価を実施した。

【脆弱性評価を通じた施策検討の流れ】

【脆弱性評価において想定するリスク】

第２ リスクシナリオ「起きてはならない最悪の事態」の設定

国の基本計画や北海道強靱化計画で設定されている「事前に備えるべき目標」、

及び「起きてはならない最悪の事態」を基に、市街地を縦貫する河川や断層帯、

それらに伴う急傾斜地、冬期における積雪寒冷など音更町の地域特性等を踏まえ

るとともに、施策の重複などを勘案し、「最悪の事態」区分の整理・統合・絞り込

み等を行い、音更町の脆弱性評価の前提となるリスクシナリオとして、６つのカ

テゴリーと 18 の「起きてはならない最悪の事態」を設定した。

第３章 脆弱性評価

リスクシナリオ

「起きてはならない

最悪の事態」の設定

【脆弱性評価】

事態回避に向けた

現行施策の対応力

について分析·評価

推進すべき施策プ

ログラムの策定及

び推進事業の設定

・ 過去に町内で発生した自然災害による被害状況、各種災害に係る発生確率

や被害想定等を踏まえ、今後、音更町に甚大な被害をもたらすと想定される

自然災害全般をリスクの対象として、評価を実施

・ また、国土強靱化への貢献という観点から、町内の大規模自然災害に加

え、首都直下地震や南海トラフ地震など町外における大規模自然災害のリス

ク低減に向けた音更町の対応力についても、併せて評価
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【リスクシナリオ １８の「起きてはならない最悪の事態」】

カテゴリー 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）

1 人命の保護

1-1 地震等による建築物等の大規模倒壊や火災に伴う多数の死傷者の発生

1-2 土砂災害による多数の死傷者の発生

1-3 突発的又は広域的な洪水、防災インフラの機能不全等に伴う長期的な

市街地等の浸水による多数の死傷者の発生

1-4 暴風雪及び豪雪による交通途絶等に伴う多数の死傷者の発生

2

救助・救急活動

等の迅速な実施

や避難生活環境

の確保

2-1 消防、警察、自衛隊等の被災等による救助・救急活動の停滞

2-2 保健・医療・福祉機能等の麻痺、大規模な自然災害と感染症との同時発

生

2-3 食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の

長期停止

2-4 避難施設やトイレ、暖房の不足等による劣悪な避難生活環境、不十分

な健康管理がもたらす、多数の被災者の健康・心理状態の悪化による災

害関連死等の発生

3 行政機能の確保 3-1 行政機能の大幅な低下

4
経済活動の機能

維持

4-1 長期的又は広範囲なサプライチェーンの寸断や中枢機能の麻痺等によ

る企業活動等の停滞

4-2 食料の安定供給の停滞に伴う、国民生活・社会経済活動への甚大な影響

4-3 農地・森林や生態系等の被害に伴う国土の荒廃・多面的機能の低下

5

情報通信網や電

力等ライフライ

ン、交通ネット

ワークの確保

5-1 通信インフラの障害等による情報収集・伝達の不備・途絶

5-2 長期的又は広範囲なエネルギー供給の停止

5-3 上下水道施設の長期間にわたる機能停止

5-4 町外との基幹交通及び地域交通ネットワークの機能停止

6
迅速な復旧·

復興等

6-1 事前復興ビジョンや地域合意の欠如、災害廃棄物の処理や被災者支援

業務等の停滞による復旧・復興の大幅な遅れ

6-2 復旧・復興等を担う人材の絶対的不足や地域コミュニティの機能低下



- 11 -

第３ 評価の実施手順

前項で定めた 18 の「起きてはならない最悪の事態」ごとに、関連する現行の施

策の推進状況や課題等を整理し、事態の回避に向けた現行施策の対応力につい

て、分析・評価を行った。

評価に当たっては、施策の進捗度や達成度を定量的に把握するため、現状の数

値データを収集し、参考指標として活用した。

第４ 評価結果

評価結果は次のとおり。
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１ 人命の保護
１-１ 地震等による建築物等の大規模倒壊や火災に伴う多数の死傷者の発生

【評価結果】
（住宅、建築物等の耐震化）
○ 住宅・建築物等の耐震化率については、耐震改修促進法の改正により一定規模以上の建築物に対する耐震診
断が義務付けられていることなども踏まえ、耐震化の促進を図る必要がある。

○ 学校施設、医療施設、社会福祉施設、体育施設など不特定多数が集まる施設の耐震化は災害時に避難場所や救
護用施設として利用されることもあることから、耐震化を一層促進する必要がある。

（公共施設及び町内建築物の老朽化対策）
○ 公共施設等の老朽化対策については、維持管理や保守、更新等、必要な取組を進めているが、今後、更新時期
を迎える建築物や設備が多数見込まれることから、「音更町公共施設等総合管理計画」及び各施設管理者が個別
施設ごとに策定する長寿命化計画等に基づき、トータルコストの平準化を図りながら計画的な維持管理・更新
等を行う必要がある。

○ 本町が管理する公営住宅は、令和５年度末現在でその 25.0 パーセントが耐用年数を超えていることから、適
正な整備と維持管理を行う必要がある。

○ 管理不全状態の空き家等については、「音更町空家等対策計画」に基づく発生の抑制や利活用の促進などに取
り組む必要がある。

（避難場所等の指定・整備・普及啓発）
○ 指定緊急避難場所及び指定避難所については、その適切性を確保するため、想定される災害や規模、態様など
に応じた見直しを行う必要がある。

○ 災害時の速やかな避難所設置・円滑な運営に向けて、必要な設備の整備を進めるとともに、「音更町避難所開
設・運営マニュアル」の見直しや、町内の防災士、北海道地域防災マスター、自主防災組織等と連携を図り、厳
冬期を想定した実践的な訓練の実施などにより、「自助」「共助」の取組が最大限発揮できるよう促すことが必要
である。

○ 高齢者、障がい者等の要配慮者の安全確保を図るために必要な福祉避難所についても、指定は進められてい
るものの、開設状況や避難方法に関して要配慮者への情報伝達体制の構築を進めるとともに、福祉避難所の対
象者や位置付け等に関し、住民への普及啓発に取り組む必要がある。

○ 災害時の避難場所として活用される公共建築物や備蓄倉庫等について、耐震改修なども含め整備が行われて
いるが、引き続き地域の実情に応じた施設整備を促進する必要がある。

（緊急輸送道路等の整備）
○ 災害救援活動等に必要な緊急輸送道路や避難路の整備については、国や道などと連携を図るとともに、橋梁
を始めとした道路施設の老朽化対策や道路拡幅等整備を推進する必要がある。また、災害時において、避難や救
援を円滑かつ迅速に行うため、緊急輸送道路等の無電柱化や、倒木のおそれのある街路樹の更新等、避難路の通
行を妨げることのないような取組を推進する必要がある。

（防火対策・火災予防）
○ 火災の未然防止や被害低減を図るため、引き続き関係機関が連携した火災予防に関する啓発活動や防火設備
の設置促進、危険物施設の安全確保などの取組を推進する必要がある。また、大規模地震災害等における有効な
消防水利確保のため、耐震性貯水槽の整備に努める必要がある。

【指標（現状値）】
・住宅の耐震化率 88.8%（R6）
・多数の者が利用する建築物の耐震化率 90.3%（R6）
・福祉避難所の指定状況（協定事業所） 9か所（R6）

１-２ 土砂災害による多数の死傷者の発生

【評価結果】
（警戒避難体制の整備等）
○ 町内土砂災害警戒区域等の指定及び指定済み区域に係るハザードマップの作成も完了しており、引き続き避
難の実効性を高めるための分かりやすい情報発信などを行い、警戒避難体制の整備を促進する必要がある。

【指標（現状値）】
・土砂災害ハザードマップ作成状況 作成済み (R6)
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１-３ 突発的又は広域的な洪水、防災インフラの機能不全等に伴う長期的な市街地等の浸水による多
数の死傷者の発生

【評価結果】
（洪水・内水ハザードマップの作成）
○ 国や道で作成している、洪水浸水想定区域図を基に、本町の洪水ハザードマップを作成済みであり、今後も、
ハザードマップの内容を適宜見直すとともに、普及を促進する必要がある。

○ 上記に関連し、災害発生時に関係機関が連携した対応が行えるよう、対象河川について、タイムライン（防災
行動計画）を適宜見直す必要がある。

○ 近年の浸水被害をきっかけに、新たに内水ハザードマップの必要性が高まっていることから、道などの支援を
受け、本町の内水ハザードマップを作成する必要がある。

（河川改修等の治水対策）
○ 河道の掘削、築堤などの治水対策については、近年の大雨災害を受けた河川等の改修に重点化するなど、今後
一層の効果的、効率的な整備を進める必要がある。

○ 樋門・樋管等の河川管理施設については、老朽施設が急増している状況にあることから、長寿命化対策の一層
の推進を図るなど、優先順位を考慮した計画的な老朽化対策や施設の適切な維持管理を行う必要がある。

○ 大雨による市街地部における浸水被害を軽減するため、雨水管渠などの下水道施設の整備や、雨水貯留施設等
の整備検討を進める必要がある。

【指標（現状値）】
・洪水予報河川及び水位周知河川における水害対応タイムラインの作成割合 作成済（R6）
・洪水ハザードマップ作成状況 作成済（R6）【国】十勝川・音更川【道】鈴蘭川

１-４ 暴風雪及び豪雪による交通途絶等に伴う多数の死傷者の発生

【評価結果】
（暴風雪時における道路管理態勢）
○ 暴風雪時は、道路の通行止めや除雪出動の判断、車両の立ち往生の防止など速やかな対応が必要であるほか、
不要不急の外出を控えるなど平時からの町民の危機意識向上の啓発が必要である。

〇 豪雪時は効率的な除排雪作業などの対策を事前に実施することで、都市機能の低下を最小限に抑えることが
必要である。

（防雪施設の整備）
○ 防雪施設については、点検を踏まえた要対策箇所を中心に整備を進めているが今後、気象条件の変化により
新たな対策が必要な箇所が生じる可能性もあることから、一層の効果的な整備を進めていく必要がある。

（除雪態勢の確保）
○ 持続可能な除排雪態勢の維持に向け、除雪従事者の労働環境改善につながる取組等を着実に進め、態勢の安
定化を推進していく必要がある。近郊の雪堆積場の継続確保など雪を処理する施設の継続的な活用が必要であ
る

【指標（現状値）】
・道路や歩道の除排雪満足度（「満足、やや満足、普通」と回答した割合） 62.7%（R6）
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２ 救助・救急活動等の迅速な実施や避難生活環境の確保
２-１ 消防、警察、自衛隊等の被災等による救助・救急活動の停滞

【評価結果】
（防災訓練等による救助・救急体制の強化）
○ 防災総合訓練などの機会を通じ、消防、警察、自衛隊など関係機関相互の情報共有・連携体制を強化し、
災害対応の実効性を高めていく必要がある。

（自衛隊体制の維持・拡充）
○ 東日本大震災時には、陸上自衛隊北部方面隊から最大１万３千人（延べ 83万人）の人員が被災地に派遣さ
れるなど、被災地支援に大きな役割を担ったところであり、近年、頻発・激甚化する道内外における大規模
自然災害に備え、本道の自衛隊が果たし得る役割や訓練環境に優れた本道の地理的特性等を踏まえ、道内各
地域に配備されている部隊、装備、人員の確保など、本道の自衛隊体制の維持・拡充に向け、関係機関と連
携した取組を推進する必要がある。

（救急活動等に要する資機材の整備）
○ 消防の災害対応能力強化のため、救急活動等に必要な資機材等の整備を図る必要がある。加えて消防団の
装備の充実を促進する必要がある。

（消防団活動の促進）
○ 地域防災の中核的な存在として災害時の消火活動や水防活動、住民の避難誘導や災害防御に重要な役割を担う消防団の
機能強化を促進する。

【指標（現状値）】
・「防災の日」総合訓練実施件数 年１回
・消防団員数 152 人（R6）

２-２ 保健・医療・福祉機能等の麻痺、大規模な自然災害と感染症との同時発生

【評価結果】
（保健機能等の充実）
○ 災害時における保健活動のマネジメントを適切に行うため、保健師を対象とした研修を積極的に受講する
など、職員への教育、訓練を実施し、健康管理に関する能力の向上を図る必要がある。

（避難所等の生活環境の改善、健康への配慮）
○ 避難所における良好な生活環境を確保するため、避難者の健康面に配慮した食事の提供や段ボールベッド
など生活環境の改善に必要な備品等の確保に向けた整備を進めるとともに、トイレ環境の向上を図ることも
必要である。また、車中など避難所以外への避難者への対応を検討する必要がある。

（防疫対策）
○ 災害時においては、速やかな感染症予防対策が重要であり、感染症の発生やまん延を防止するには、平時
から定期の予防接種を対象者が適切に受けることができる体制を継続するとともに、避難所等における衛生
管理に取り組む必要がある。

【指標（現状値）】
・災害時医療救護支援に係る防災協定件数 3件（R6）
・麻しん・風しんワクチンの接種率 89.1%（R6）



- 15 -

２-３ 食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の長期停止

【評価結果】
（物資供給等に係る連携体制の整備）
○ 地域防災計画に基づき、物資供給を始め医療、救助・救援、帰宅支援など災害時の応急対策に必要な各分野に
おいて、道、町、民間企業・団体等がそれぞれの間で応援協定を締結しているが、災害時において、これらの協
定の実効性を確保するためにも、対象業務の拡大など協定内容の見直しを適宜行うとともに、協定締結機関や団
体、住民が参加する防災訓練など平時の活動を活発に行う必要がある。

○ 災害時に被災地へ円滑な物資供給を行うため、支援物資の経費負担等の事前確認や種類・数量のリスト化な
ど、国、道、町、事業者が連携した物資調達・輸送の仕組みを整備する必要がある。

○ 関係機関と連携したボランティア等の受入体制整備を進めるとともに、災害時における円滑なボランティア
支援を行うため、災害対策本部やボランティア関係者、関係機関等との情報共有が十分に図られる体制構築が必
要である。

（非常用物資の備蓄促進）
○ 応急物資等の迅速な調達を図るため、地域内での備蓄・調達体制を強化する必要がある。
○ 家庭や企業等においては、被害想定や冬期間の対応なども想定し、最低３日分、可能であれば１週間分の食料
や飲料水、生活必需品の備蓄や非常用電源を確保することが重要であることから、自発的な備蓄等を促進するた
め啓発活動に取り組む必要がある。

○ 町内会や自主防災組織においては、非常時に持ち出すには困難な物資について、備蓄方法を検討するなど、地
域における備蓄体制を構築する必要がある。

○ 道による支援等を活用し、財政負担の軽減にも配慮しながら、非常用物資の備蓄体制の強化に向けた取組を促
進するほか、要配慮者向け物資等の備蓄や支援物資に係る協定の充実を図っていく必要がある。

【指標（現状値）】
・物資関係の協定件数（民間企業・団体、行政機関） 17件（R6）
・備蓄計画策定状況 策定済（R6）

２-４ 避難施設やトイレ、暖房の不足等による劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理がもたらす、
多数の被災者の健康・心理状態の悪化による災害関連死等の発生

【評価結果】
（積雪寒冷を想定した避難所等の対策）
○ 積雪や低温など北海道の冬の厳しい自然条件下での災害を想定し、停電時でも使用可能な暖房器具や発電機、
水道凍結時でも使用可能なトイレの備蓄整備などについて、民間事業者とも連携しながら避難所等における防
寒対策に取り組む必要がある。

【指標（現状値）】
・備蓄状況（関連分）
毛布 8,000 枚(R6) 寝袋 1,000 枚(R6) 非常用トイレ袋 6,000 枚（R6）
マンホールトイレ 95基（R6） 発電機 17 台（R6） LED 投光機 22 台（R6）
暖房器具 67 台（R6） 電池式石油ストーブ 65 台（R6）
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３ 行政機能の確保
３-１ 行政機能の大幅な低下

【評価結果】
（災害対策本部機能等の強化）
○ 被災時における職員の参集範囲、対策本部の設置場所、庁舎被災時における代替場所など災害対策本部に係
る具体的な運用事項を業務継続計画の中で規定しているが、定期的な職員への研修、道と連携しての訓練など
の実施・検証により、災害対策本部体制及び設備強化、職員の災害対応能力の向上を図る必要がある。

○ 消防団については、地域防災の中核的な存在として、消火活動や水防活動を始め、大規模災害時における住民
の避難誘導や災害防御など重要な役割を担っていることから、地域の防災力・水防力の維持・強化に向けて、地
域住民の消防団活動の理解と加入促進を図る必要がある。

○ 災害対応の拠点となる行政機関の施設については、非常用電源設備の整備とおおむね７２時間は非常用電源
が稼働できるよう十分な燃料の備蓄をしておく必要がある。また、停電時には、被災者に対し庁舎等を開放し、
電源の提供に努める必要がある。

（業務継続体制の検証・整備）
○ 業務継続計画については、今後、巨大地震による町内全指定避難所の開設も想定した防災訓練等を通じ、計画
及び人員体制の検証を行い、必要に応じて見直しを行うなど、組織全体の業務継続体制を強化する必要がある。

（ICT 部門における業務継続体制の整備）
○ 業務遂行の重要な手段として利用されている ICT 機器や情報通信ネットワークの被災に備え、策定済である
ICT 部門の業務継続計画（ICT-BCP）についても、上述している訓練等を通じ適宜点検する必要がある。

（応援・受援体制の整備）
○ 大規模災害が発生した際の災害応急体制の確保を図るため、被災市区町村応援職員確保システムや、道、道市
長会、道町村会との応援協定等について効果的な運用方法を検討するとともに、円滑な相互応援を実施するた
めの応援・受援体制の構築を図る必要がある。

【指標（現状値）】
・消防団員数（再掲） 152 人（R6）
・防災拠点となる役場庁舎及び消防防災庁舎の耐震化率 100%（R6）
・業務継続計画（ICT 部門含む）策定状況 策定済（R6）
・応援・受援計画策定状況 策定済（R6）
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４ 経済活動の機能維持
４-１ 長期的又は広範囲なサプライチェーンの寸断や中枢機能の麻痺等による企業活動等の停滞

【評価結果】
（本社機能や生産拠点等の立地）
○ 経済活動のリスク分散やサプライチェーンの複線化に資するため、リスク分散に適した本町の優位性をいか
しながら、オフィスや生産拠点の本町への立地を促進するための取組が必要である。

（企業における事業継続体制の強化）
○ 商工会が町と共同で策定した「事業継続力強化支援計画」については、今後の情勢を踏まえ、適宜計画を見直
ししていく必要がある。

（被災企業等への金融支援）
○ 国や道では、災害に伴う経済環境の急変等により影響を受けた中小企業者等の事業の早期復旧と経営の安定
を図るための金融支援を実施しており、引き続きこうしたセーフティネット策を確保するとともに、被災後の
支援のみならず、災害に対する事前の備えに向けた取組への支援についても推進する必要がある。

【指標（現状値）】
・産業用地の土地利用率 96.0%（R6）

４-２ 食料の安定供給の停滞に伴う、国民生活・社会経済活動への甚大な影響

【評価結果】
（食料生産基盤の整備）
○ 本町の農業は高い食料供給力を持っており、大規模災害により、その生産基盤が打撃を受けた場合、本町のみ
ならず町外への食料需給に甚大な影響を及ぼすことが危惧される。また、平時はもとより、道外での大規模災害
時においても、被災地を始め全国への食料供給を安定的に行うという重要な役割を担うことが求められる。こ
うした事態に備え、老朽化対策などの防災・減災対策も含め、農地や農業水利施設等の生産基盤の整備を着実に
推進する必要がある。

（農業の体質強化）
○ 現在、本町の農業は、担い手不足などの大きな課題を抱えており、災害発生時を含め、国全体の食料の安定供
給に将来にわたって貢献をしていくためには、担い手の育成・確保、スマート農業の推進による労働生産性の向
上を通じて経営所得の安定を図るなど、本町の農業の持続的な発展につながる取組を効果的に推進する必要が
ある。

（食料品の販路拡大）
○ 大災害時において食料の供給を安定的に行うためには、平時においても一定の生産量を確保していくことが
必要であり、食の高付加価値化とブランド化などによる農産物や加工食品の販路開拓・拡大に向けて、取組を推
進する必要がある。

【指標（現状値）】
・農業総生産額 303.9 億円(R6)

４-３ 農地・森林や生態系等の被害に伴う国土の荒廃・多面的機能の低下

【評価結果】
（森林の整備・保全）
○ 本町は総面積のうち約 25 パーセントを占める森林面積を有しており、大災害等に起因する本町の森林の荒廃
は、本町全体の強靱化に大きな影響を与える問題となる。このため、大雨や地震等の災害時における土石・土砂
の流出や表層崩壊など山地災害を防止するため、森林の多面的機能の持続的な発揮に向け、造林、間伐等の森林
施業と、その基盤となる林道等の路網整備を計画的に推進する必要がある。

○ 災害時における森林の多面的機能の継続的な発揮を図るため、エゾシカなど野生鳥獣による森林被害の防止
対策を進める必要がある。

（農地・農業水利施設等の保全管理）
○ 農地が持つ保水効果や土壌流出の防止効果など国土保全機能を維持するため、地域の共同活動等による農
地・農業水利施設等の地域資源の適正な保全管理を推進する必要がある。

【指標（現状値）】
・町有林植栽面積 23.85ha（R6）
・多面的機能支払交付金事業の対象農地面積 18,544ha（R6）
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５ 情報通信網や電力等ライフライン、交通ネットワークの確保
５-１ 通信インフラの障害等による情報収集・伝達の不備・途絶

【評価結果】
（関係行政機関相互の連絡体制の整備及び情報の共有化）
○ 現在、十勝管内では「十勝川外減災対策協議会」「十勝川外流域治水協議会」「十勝地方道路防災連絡協議会」
などにより、関係行政機関等の防災情報の共有化等が進められており、今後も被害の軽減や迅速な応急・救助活
動に不可欠な関係機関相互の連絡体制を維持する必要がある。

○ 防災気象情報や避難情報など災害時の重要情報については、国の全国瞬時警報システム（Ｊアラート）や道の
防災情報システム（Lアラート連動）の運用により、各機関と情報共有を図りつつ、住民等へも速やかに伝達す
ることとしているが、今後、より迅速で確実な情報伝達を行うためには、国や道が主催するシステム運用訓練等
への参加によりシステムの操作方法等の習熟を図る必要がある。

（住民等への情報伝達体制の強化）
○ 「避難指示等に係る具体的な発令基準」を踏まえ、「避難情報の発令判断・伝達マニュアル」を適宜見直し、
本町における避難指示等の発令基準を適宜確認しておく必要がある。

○ 災害時における適切な住民安否情報の収集・提供のため、町内会や自主防災組織など地域住民の相互連携や、
避難行動要支援者名簿の活用を促進するなど、国民保護法に基づく安否情報システムの有効活用も含め、災害
時の安否情報を効果的に収集・提供するための体制を構築する必要がある。

○ 住民等への災害情報の伝達に必要な防災行政無線戸別受信機の更なる普及や、防災等に資する公衆無線 LAN
の整備を促進する必要がある。また、避難指示等の住民への情報伝達に関し、予期せぬトラブルにより障害が生
じる事態を想定し、多様な方法による災害情報の伝達体制を整備する必要がある。

○ デマや根拠のない情報により住民に不安等を与えないよう、関係機関や報道機関と連携を図り、迅速で正確
な情報発信が可能となる体制を構築する必要がある。

（外国人、観光客、高齢者等の要配慮者対策）
○ 災害発生時において、外国人を含む住民や観光客の安全を確保し、迅速かつ正確な情報提供や避難誘導など
を行うため、多言語による災害情報の提供や相談窓口の強化など、関係機関と連携した受入体制の整備が必要
である。また、災害時も含め外国人観光客等の移動の利便性を確保するため、観光地における案内表示等の多言
語化が必要である。

○ 災害発生時の避難等に支援を要する要介護高齢者や障がい者などに対する避難誘導などの支援を迅速かつ適
切に行うため避難行動要支援者名簿を作成しているが、災害時に町内会や自主防災組織など地域住民が名簿を
有効的に活用して避難が進むような体制の整備が必要である。また、これに伴う個別の避難計画の作成につい
ても担当部署や地域住民のほか、道や民間事業所等とも連携を図り推進していく必要がある。

（帰宅困難者対策の推進）
○ 災害時の公共交通機関の運行停止による都市部での多数の帰宅困難者の発生のほか、積雪・低温など北海道
の冬の厳しい自然条件を踏まえ、地域における移動困難者対策が必要であり、一時避難場所の確保とその周知・
啓発など、冬季を含めた帰宅困難者の避難対策の取組を進める必要がある。

（地域防災活動の推進）
○ 現在、防災講座等により町内の自主防災組織の設立・普及に取り組んでいるが、組織率は 85.1%と全国
（85.4%）に比べると未だ低い水準にある。また、設立後も組織としての活動が停滞・形骸化している実情も見
受けられることから、更なる地域防災力の向上に向けた取組が必要である。

（防災教育の推進）
○ 防災教育の推進に向けては、関係機関、学校、教育担当、防災担当が連携し、多様な担い手の育成を図りなが
ら、学校での防災講座などに取り組んでいるが、災害から命を守るための「自助」の意識醸成を図るため、あら
ゆる機会を活用し、教育現場である学校は主要な避難所となっていることの周知や厳冬期も想定した防災教育
や啓発に取り組む必要がある。

○ 学校教育においては、学校関係者及び児童生徒の防災意識の向上に向け、地域・学校の実情に応じた実践的な
避難訓練の実施など、一層の効果的な取組を行う必要がある。

【指標（現状値）】
・避難指示等に係る具体的な発令基準の策定状況 水害 策定済（R6）

土砂災害 策定済（R6）
・主要な避難所における無線 LAN の整備率 95.2%（R6）
・市町村防災行政無線通信施設整備状況 同報系 整備済（R6）

移動系 整備済（R6）
・自主防災組織率 85.1%（R6）
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５-２ 長期的又は広範囲なエネルギー供給の停止

【評価結果】
（再生可能エネルギーの活用）
○ 再生可能エネルギーについては、町民、事業者、行政が連携協力して活用を図るとともに、国の支援制度など
の状況を踏まえながら推進する必要がある。

（拠点施設への燃料供給等体制の確保）
○ 道では、災害時において緊急車両や避難所等に石油燃料供給を安定確保するため、石油販売業者の団体や石
油元売団体との間で協定や覚書を締結しており、本町としてもこれら協定等が災害時に有効に機能するよう、
平時からの情報共有など連携強化を図る必要がある。

○ 大規模災害発生に備え、役場庁舎や主要な避難所等拠点施設における電力やガスなどについて、自前による
予備供給体制も併せて整備しておく必要がある。

【指標（現状値）】
・指定避難所における発電機整備率（自家発電整備済箇所を除く） 48.6%（R6）

５-３ 上下水道施設の長期間にわたる機能停止

【評価結果】
（水道施設等の耐震化、老朽化対策等）
○ 災害時においても給水機能を確保するため、病院や避難施設などの重要施設に係る基幹管路の耐震化を進め
る必要がある。また、今後、更新期を迎える施設については、施設の重要度や優先度を考慮して計画的に老朽化
対策を進めることが必要である。

（水道施設の防災機能の強化）
○ 水道事業者における応急給水体制の整備を進め、防災機能の強化を図るとともに、災害対応を担う人材の育
成を行う必要がある。

（下水道施設等の耐震化、老朽化対策等）
○ 地震時等における下水道機能の確保のため、下水道施設の耐震化に加えストックマネジメント手法を取り入
れた施設の改築・更新による長寿命化を進める必要がある。

○ 浄化槽について、老朽化した単独浄化槽から災害に強い合併浄化槽への転換を促進する必要がある。
○ 下水道 BCP について、国の BCP マニュアルの改訂に伴う見直しを進める必要がある。

【指標（現状値）】
・水道基幹管路の耐震化率 53.3%（R6）
・下水道汚水老朽管の更新延長 9.8km（R6）

５-４ 町外との基幹交通及び地域交通ネットワークの機能停止

【評価結果】
（道路ネットワークの整備）
○ 大災害時に、被災地からの避難や被災地への物資供給、災害救援活動などを迅速に行うためには道東自動車
道における（仮称）長流枝スマートインターチェンジの早期完成が必要であるほか、道東自動車道の４車線化や
北海道横断自動車道及び帯広・広尾自動車道の早期完成が必要である。また、高規格幹線道路と中心市街地をつ
なぐアクセス道路の整備のほか、地域間を連結する緊急輸送道路や避難路等のネットワーク化を進める必要が
ある。

（道路施設の防災対策、耐震化、老朽化対策）
○ 災害時の救急救援活動や物資･人材供給の障害となる道路閉塞等の防止や、安全安心な避難活動のため、計画
的な橋梁耐震補強及び修繕や、適切な道路施設等の維持管理を行う必要がある。

○ 児童や高齢者、障がい者等に配慮した安全な生活道路等の整備が必要である。

（鉄道の機能維持）
○ 災害発生時における救援物資等の大量輸送等に必要な鉄道機能を維持するため、持続的な鉄道網の確立に向
けた取組が必要である。

（空港の機能強化）
○ 空港は災害発生時において人員などの輸送拠点として重要な役割を担うことから、とかち帯広空港の機能向
上に向けた取組を推進することが必要である。

【指標（現状値）】
・北海道横断自動車道の供用延長 341.4km（R6）
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６ 迅速な復旧・復興等
６-１ 事前復興ビジョンや地域合意の欠如、災害廃棄物の処理や被災者支援業務等の停滞による復

旧・復興の大幅な遅れ

【評価結果】
（災害廃棄物の処理体制の整備）
○ 早期の復旧・復興の妨げとなる大量の災害廃棄物を迅速に処理するため「音更町災害廃棄物処理計画」に沿っ
た処理体制を平時から確認しておく必要がある。

（地籍調査の実施）
○ 災害後の復旧・復興を円滑に進めるためには、あらかじめ地籍調査により土地境界及び土地所有者を明確に
しておくことが重要となることから、平時における調査の推進を図る必要がある。

（生活基盤等の迅速な確保）
○ 被災者の住まいの迅速な確保、生活再建のため、復旧、復興のための土地の確保やまちづくりビジョン策定、
遅滞なく行う必要のある罹災証明書発行業務に関し、国や道等と連携しながら、研修等を通じ職員の能力向上
を図る必要がある。

【指標（現状値）】
・災害廃棄物処理計画 策定済（R6）
・地籍調査進捗率 93.14%（R6）

６-２ 復旧・復興等を担う人材の絶対的不足や地域コミュニティの機能低下

【評価結果】
（災害対応に不可欠な建設業との連携）
○ 町と建設業団体において、災害時における応急対策業務に関する協定を締結しているが、大規模災害の発生
により、行政職員等の人員が極度に不足する場合にあっても、人命救助のための障害物の除去や道路交通の確
保などの応急対策が迅速かつ効果的に行われるよう、建設業とのより一層の連携や専門的技術等の活用を図る
必要がある。

【指標（現状値）】
・建設業に係る防災協定件数 4件(R6)
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第１ 施策プログラム策定の考え方

第３章に示した脆弱性評価の結果を踏まえ、音更町における強靱化施策の取組

方針を示す「音更町強靱化のための施策プログラム」を策定する。

施策プログラムは、脆弱性評価において設定したリスクシナリオ「起きてはな

らない最悪の事態」を回避するため、本町のみならず国、道、民間それぞれの取

組主体が適切な役割分担と連携の下で行う。

また、取り組むべきリスク回避のために、施設の整備・耐震化、代替施設の確

保等の「ハード対策」のみではなく、情報・訓練・防災教育を始めとした「ソフ

ト対策」を組み合わせ、18 の「起きてはならない最悪の事態」ごとに取りまとめ

る。

第２ 施策推進の指標となる目標値の設定

施策推進に当たり、個別施策の進捗や実績を定量的に把握するため、可能な限

り数値目標を設定する。

なお、本計画に掲載する目標値については、施策推進のための財源措置等が担

保されていないことに加え、国や道が推進主体となる施策も数多くあることなど

から、経年的な事業量等を積み上げた精緻な指標ではなく、施策推進に関わる

国、道、市町村、民間等の各関係者が共有する「努力目標」と位置付ける。

また、計画策定後の状況変化等に機動的に対応するため、計画期間中において

も、必要に応じ目標値の見直しや新たな設定を行う。

第３ 推進事業の設定

施策推進に必要な各事業のうち、音更町が主体となって実施する事業を設定

し、別表に整理する。

また、計画策定後の状況変化等に機動的に対応するため、計画期間中において

も、必要に応じ推進事業の見直しや新たな設定を行う。

第４章 音更町強靱化のための施策プログラムの策定等
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【音更町強靱化のための施策プログラムの策定及び推進事業一覧】

１ 人命の保護

１－１ 地震等による建築物等の大規模倒壊や火災に伴う多数の死傷者の発生

（住宅・建築物等の耐震化）

○ 「音更町耐震改修促進計画」に定める住宅や建築物の耐震化目標の達成に向け、住宅

及び耐震診断が義務付けられているホテルや旅館など民間の大規模建築物の耐震診断

や改修等に係る支援制度の周知を図り、耐震化を促進する。

○ 学校施設、医療施設、社会福祉施設など、多くの住民等が利用する公共施設等につい

て、各施設管理者等による耐震化を促進する。

（公共施設及び町内建築物の老朽化対策）

○ 公共施設等の老朽化対策について、「音更町公共施設等総合管理計画」及び個別施設

ごとの長寿命化計画等に基づき、計画的な維持管理や施設の更新を実施する。

○ 「音更町住生活基本計画」、「音更町公営住宅等長寿命化計画」に基づき、公営住宅の

適正な整備と維持管理に努める。

○ 管理不全状態の空き家等については、「音更町空家等対策計画」に基づき、その有効活

用や除却を促進する。

（避難場所等の指定・整備・普及啓発）

○ 災害対策基本法に基づいて指定される指定緊急避難場所や指定避難所について、整備

の状況や収容人数、安全性、管理の状況など、その適切性を確保するため、不断の見直

しを行うとともに、「音更町避難所開設・運営マニュアル」を適宜見直し、自主防災組織

等の住民が主体となった運営体制の構築を実施する。

○ 高齢者、障がい者等の要配慮者の安全確保を図るため、福祉避難所の指定及び民間事

業者との協定締結や、機能整備を促進する。

○ 災害時の避難場所として活用される公共施設や備蓄倉庫等について、耐震改修なども

含め地域の実情に応じた施設整備を計画的に促進する。

・ 脆弱性評価において設定した 18 のリスクシナリオ「起きてはならない最悪

の事態」ごとに、事態回避に向け推進する施策プログラムを策定し掲載

・ 施策プログラムは複数の「最悪の事態」に対応するものも多くあるが、最も

関わりのあるリスクシナリオに掲載することとし、再掲はしていない。
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（緊急輸送道路等の整備）

○ 災害救援活動などに必要な緊急輸送道路や避難路等について、国や道と連携を図りな

がら、橋梁の耐震化と橋梁を始めとした道路施設の老朽化対策を積極的に行うほか、骨

格道路網等の道路拡幅や無電柱化の整備を推進する。

（防火対策・火災予防）

○ 消防法令違反の是正や住宅用火災警報器設置による防火対策の強化とともに、火災予

防運動を通じた啓発活動など火災予防の取組を促進する。また、有効な消防水利の確保

と、住民生活の安全・安心を守るため、耐震性貯水槽の計画的整備に努める。

《指 標》

住宅の耐震化率 88.8%（R6） ➡ 95%（R12）

多数の者が利用する建築物の耐震化率 90.3%（R6） ➡ おおむね解消（R12）

福祉避難所の確保状況（協定事業所） 9箇所（R6） ➡ 15 箇所（R12）

１－２ 土砂災害による多数の死傷者の発生

（警戒避難体制の整備等）

○ 土砂災害による被害の低減に向け、基礎調査の結果や土砂災害警戒区域等の指定を基

にハザードマップの作成を促進するとともに、避難の実効性を高めるための情報発信の

強化を進める。

《指 標》

土砂災害ハザードマップ作成状況 作成済（R6） ➡ 適宜見直し（R12）

１－３ 突発的又は広域的な洪水、防災インフラの機能不全等に伴う長期的な市街地等の

浸水による多数の死傷者の発生

（洪水・内水ハザードマップの作成）

○ 洪水ハザードマップや水害対応タイムラインの作成、これらを活用した防災訓練等の

実施を促進するとともに、避難の実効性を高めるための情報発信の強化を進める。

○ 国の作成した「水害ハザードマップ作成の手引き」や近年の内水被害の発生状況等を

踏まえ、内水ハザードマップの作成に向けた検討を進める。

（河川改修等の治水対策）

○ 河道の掘削、築堤などの治水対策について、近年の大雨災害等を勘案した重点的な整

備を推進する。
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○ 樋門・樋管等の河川管理施設について、それぞれの必要な治水機能を確保するため、

施設の改良整備や老朽化対策、施設の維持管理を適切に実施する。

○ 大雨による市街地部における浸水被害を軽減するため、雨水管渠や可搬式発電機など

の計画的な整備及び更新や、雨水貯留施設や浸透施設の整備検討を進める。

○ 十勝川流域における水防災意識社会の再構築や、あらゆる関係者による治水対策に向

け、「十勝川外減災対策協議会」及び「十勝川外流域治水協議会」において、ハード対策
ほか

とソフト対策を一体的、計画的に推進するための仕組みを検討する。

《指 標》

洪水予報河川及び水位周知河川における水害対応タイムラインの作成割合

作成済（R6） ➡ 適宜見直し（R12）

洪水ハザードマップ作成状況 作成済（R6） ➡ 適宜見直し（R12）

１－４ 暴風雪及び豪雪による交通途絶等に伴う多数の死傷者の発生

（暴風雪時における道路管理態勢）

○ 暴風雪に備え、過去の地吹雪発生状況から視程障害や吹きだまりが発生しやすい地域

や路線を特定しておき、気象情報に合わせたパトロールを実施することにより、初動対

応の迅速化を図るとともに、多様な媒体を活用した注意喚起を実施する。

○ 豪雪に備え、バス路線や交通量が多い幹線道路などの一次除雪路線の除排雪作業を優

先的に実施し、円滑な都市活動を確保するほか、担当地区を越えた除雪車両や人材を確

保する応援態勢を構築する取組を推進する。

（防雪施設の整備）

○ 点検を踏まえた要対策箇所について、防雪柵などの対策工を実施するとともに、気象

条件の変化により新たな対策が必要な箇所等の把握に努めるなど、計画的な施設整備を

推進する。

（除雪態勢の確保）

○ 効率的な除雪手法の導入のため、除雪車両へ GPS を搭載し、除雪作業の効率化や帳票

の自動作成による事務の簡略化、改善要求対応の質の向上など、GPS を活用した除雪態

勢を推進する。また、各種媒体を活用し、除雪作業の妨げとなる道路への雪出しや路上

駐車の禁止など、除排雪マナーの周知を推進する。

〇 除雪に関連する事業所の経営や雇用安定のため、維持業務と除雪業務を一体的に委託

する取組を継続的に推進するほか、除雪車両オペレータの資格取得支援やオペレータ表

彰の取組を推進する。

〇 快適な冬の道路環境の実現と運搬排雪量を抑制するため、ロードヒーティングの更新

や老朽化対策を推進する。
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〇 排雪作業を効率的に実施するため、市街地近郊の雪堆積場の確保を推進するとともに、

道路への堆雪を軽減するため、住宅団地内の雪捨場の確保を推進する。

《指 標》

道路や歩道の除排雪満足度（「満足、やや満足、普通」と回答した割合） 62.7%（R6）➡ 67.0%以上（R12）
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２ 救助・救急活動等の迅速な実施や避難生活環境の確保

２－１ 消防、警察、自衛隊等の被災等による救助・救急活動の停滞

（防災訓練等による救助・救急体制の強化）

○ 防災総合訓練を始めとする各種防災訓練を通じ、消防、警察、自衛隊のほか運輸や通信、

ガス事業者といった指定公共機関など官民の防災関係機関との連携を強化し、救助・救急

活動に係る災害対応の実効性を確保する。

（自衛隊体制の維持・拡充）

○ 道内外における大規模自然災害において、救助・救援活動の中心として大きな役割が

期待される本道の自衛隊について、道内各地に配備されている部隊、装備、人員の維持・

拡充に向け、関係機関と連携した取組を推進する。

（救急活動等に要する資機材の整備）

○ 消防の災害対応能力の強化に向け、救急活動等に必要な資機材、消防車両等の更新・配

備を計画的に行う。

（消防団活動の促進）

○ 地域防災の中核的な存在として災害時の消火活動や水防活動、住民の避難誘導や災害防

御に重要な役割を担う消防団の機能強化を促進する。

《指 標》

「防災の日」総合訓練実施件数 年１回 ➡ 毎年実施

消防団員数 152 人（R6） ➡ 159 人(R12)

２－２ 保健・医療・福祉機能等の麻痺、大規模な自然災害と感染症との同時発生

（保健機能等の充実）

○ 災害時における保健活動のマネジメントを適切に行うため、保健師を対象とした研修

を積極的に受講するなど、職員への教育、訓練を実施し、健康管理に関する能力の向上

を図る。

（避難所等の生活環境の改善、健康への配慮）

○ 炊き出し等による適温食の提供や食物アレルギーへの対応など避難者の健康面に配

慮した食事の提供、段ボールベッドの整備、トイレ環境の向上など避難所における良好

な生活環境の整備を促進する。また、車中など避難所以外への避難者への対応方法を検

討する。
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（防疫対策）

○ 災害時における感染症の発生や拡大を防ぐための消毒等を速やかに行う体制を整備

するとともに、定期的な予防接種の実施や避難場所における汚水対策など、災害時の防

疫対策を推進する。

《指 標》

災害時医療救護支援に係る防災協定件数 3件(R6) ➡ 内容の点検（適宜）

麻しん・風しんワクチンの接種率 89.1%（R6） ➡ 95%以上（毎年）

２－３ 食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の長期停止

（物資供給等に係る連携体制の整備）

○ 物資供給を始め医療、救助・救援、帰宅支援など災害時の応急対策を迅速かつ円滑に

行うため、応援協定締結事業者等についても、防災訓練への参加を促すことで、その実

効性を検証・確保するとともに、対象業務の拡大など協定内容の見直しを適宜実施する。

○ 災害時に円滑な物資供給を行うため、国からのプッシュ型支援や自衛隊からの支援の

ほか、道からの支援物資に係る経費負担や調達方法を確認するとともに、国の「新物資

システム（B-PLo）」を活用した支援物資のリスト化を図り、種類や数量を情報共有でき

る体制を構築するなど、各関係機関が連携した物資調達・輸送の仕組みの整備に取り組

む。

○ 関係機関と連携したボランティア等の受入体制整備を進めるとともに、災害時におけ

る円滑なボランティア支援を行うため、災害対策本部やボランティア関係者、関係機関

等との情報共有が十分に図られる体制を構築する。

（非常用物資の備蓄促進）

○ 地震による想定最大被害を踏まえ、本町の備蓄計画を策定することにより、地域内で

の備蓄・調達体制を強化する。

○ 道による支援等の活用や民間事業者等との協定などを通じ、要配慮者向けも含めた非

常用物資の備蓄体制の強化に向けた取組を促進する。

○ 家庭や企業等における備蓄について、最低３日間、可能であれば１週間分の食料や飲

料水、生活必需品などの非常備蓄品や避難所等での生活に必要な、懐中電灯や携帯ラジ

オ、お薬手帳と定期的に服用している医薬品、応急医薬品、防寒着などの非常時持出品

を平時より備蓄しておくことのほか、非常用電源の確保が重要であることから、防災講

座による呼びかけや SNS 等を活用するなど、啓発活動を強化し、各当事者の自発的な取

組を促進する。

○ 町内会や自主防災組織において、非常時に持ち出すには困難な物資の備蓄方法を検討

するなど、地域における備蓄体制の構築を促進する。
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《指 標》

物資関係の協定件数（民間企業・団体、行政機関） 17 件（R6） ➡ 24 件（R12）

備蓄計画 策定済（R6） ➡ 適宜見直し（R12）

２-４ 避難施設やトイレ、暖房の不足等による劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理が

もたらす、多数の被災者の健康・心理状態の悪化による災害関連死等の発生

（積雪寒冷を想定した避難所等の対策）

○ 避難所等における防寒対策として、停電時でも安全に使用できる暖房器具や発電機、

携帯用トイレなどの備蓄を促進する。

○ 厳冬期特有のリスクを想定した避難訓練や避難所運営訓練、防災教育を通じた普及啓

発を促進する。

《指 標》

備蓄状況（関連分）

毛布 8,000 枚（R6） ➡ 9,000 枚（R12）

寝袋 1,000 枚（R6） ➡ 1,150 枚（R12）

非常用トイレ袋 6,000 枚（R6） ➡ 13,500 枚（R12）

マンホールトイレ 95 基（R6） ➡ 101 基（R12）

発電機 17 台（R6） ➡ 23 台（R12）

LED 投光機 22台（R6） ➡ 34 台（R12）

暖房器具 67 台（R6） ➡ 72 台（R12）

電池式石油ストーブ 65 台（R6） ➡ 70 台（R12）
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３ 行政機能の確保

３－１ 行政機能の大幅な低下

（災害対策本部機能等の強化）

○ 災害対策本部の機能強化に向け、地域防災計画や業務継続計画の見直し、地域防災マ

ネージャー制度の活用などによる職員の災害対応能力の向上、本部機能の維持に必要な

資機材の整備を促進する。また、地域防災の中核的な存在として、災害時の消火活動や

水防活動、住民の避難誘導や災害防御に重要な役割を担う消防団の機能強化を促進する。

○ 災害時の防災拠点として災害対策本部機能の維持確保に不可欠な役場庁舎、消防署等、

行政施設の耐震化及び非常用電源設備の整備を促進するとともに、おおむね７２時間は

非常用電源が稼働できるよう十分な燃料の備蓄を促進する。また、停電時には、外国人

観光客を含む被災者に対し庁舎等を開放するなど電源の提供に努める。

（業務継続体制の検証・整備）

○ 業務継続計画については、大規模災害を想定した防災訓練等を通じ実効性の検証を行

い、必要に応じて計画の見直しを行う。

（ICT 部門における業務継続体制の整備）

○ 災害時における行政情報システム機能の維持・継続を図るため、ICT－BCP の適宜点検

など情報システムの機能維持のための取組を促進する。

（応援・受援体制の整備）

○ 大規模災害が発生した際の災害応急体制の確保を図るため、被災市区町村応援職員確

保システムや道、道市長会、道町村会による応援協定等の効果的な運用方法を検討する。

○ 他の自治体から円滑に応援職員を受け入れるため、あらかじめ依頼すべき業務等の明

確化や非常時優先業務等の選定を行うなど、受援体制を構築するとともに、応援職員を

派遣する場合に備え、職員の研修や応援活動に必要な資機材等の準備を行う。

《指 標》

消防団員数（再掲） 152 人（R6） ➡ 159 人（R12）

防災拠点となる役場庁舎及び消防防災庁舎の耐震化率 100%（R6） ➡ 100%（R12）

業務継続計画（ＩＣＴ部門含む）策定状況 策定済（R6）➡ 適宜見直し（R12）

応援・受援計画策定状況 策定済（R6）➡ 適宜見直し（R12）
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４ 経済活動の機能維持

４ー１ 長期的又は広範囲なサプライチェーンの寸断や中枢機能の麻痺等による企業活動

等の停滞

（本社機能や生産拠点等の立地）

○ 経済活動のリスク分散やサプライチェーンの複線化に資するため、首都圏等に所在す

る企業のオフィスや生産拠点の本町への移転、立地に向けた取組を促進するとともに、

テレワークに取り組む企業の誘致を検討する。

（企業における事業継続体制の強化）

○ 大災害時における経済活動の継続を確保するため、商工会が町と共同で策定した「事

業継続力強化支援計画」の推進を図り、必要な見直しを適宜行う。

（被災企業等への金融支援）

○ 災害に伴う経済環境の急変等により影響を受けた中小企業等の早期復旧と経営安定

を図るための被災企業への金融支援とともに、中小企業等が実施する事前防災・減災の

ための取組に対する支援を推進する。

《指 標》

産業用地の土地利用率 96.0%（R6） ➡ 96.3%（R12）

４－２ 食料の安定供給の停滞に伴う、国民生活・社会経済活動への甚大な影響

（食料生産基盤の整備）

○ 平時、災害時を問わず全国の食料供給基地として重要な役割を担う本町の農業が、い

かなる事態においても安定した食料供給機能を維持できるよう、農地や農業水利施設等

の生産基盤の整備を着実に推進するともに、防災・減災機能の強化に寄与する老朽化対

策を進める。

（農業の体質強化）

○ 本町の農業生産力を確保するため、経営所得の安定を図り、担い手確保対策、スマー

ト農業の推進など、持続的な農業経営に資する取組を推進する。

（食料品の販路拡大）

○ 大災害時における食料の安定供給に対応するためには、平時から十分な生産量を確保

することが必要であることから、食のブランド化や高付加価値化に向けた取組等を通じ、

農産物や加工食品の販路拡大を推進する。
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《指 標》

農業総生産額 303.9 億円(R6) ➡ 310.4 億円(R12)

４ー３ 農地・森林や生態系等の被害に伴う国土の荒廃・多面的機能の低下

（森林の整備・保全）

○ 大雨や地震等の災害時における土石・土砂の流出や表層崩壊などの山地被害を防止す

るため、造林、間伐等の森林施業と、その基盤となる林道等の路網整備を計画的に推進

する。

○ エゾシカなど野生鳥獣による森林被害の防止対策を推進し、自然と共生した多様な森

林づくりを進める。

（農地・農業水利施設等の保全管理）

○ 農地が持つ保水効果や土壌流出の防止効果など国土保全機能を維持するため、地域の

共同活動及び土地改良事業の活用による農地整備、農業水利施設等の老朽化対策を行い、

農地・農業水利施設等の地域資源の適正な保全管理を推進する。

《指 標》

町有林植栽面積 23.85ha（R6） ➡ 30.00ha（R12）

多面的機能支払交付金事業の対象農地面積 18,544ha（R6） ➡ 17,841ha（R12）
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５ 情報通信網や電力等ライフライン、交通ネットワークの確保

５－１ 通信インフラの障害等による情報収集・伝達の不備・途絶

（関係行政機関相互の連絡体制の整備及び情報の共有化）

○ 災害情報に関する関係機関の情報共有と住民への迅速な情報提供を図るため、国の全

国瞬時警報システム（Ｊアラート）や、北海道防災情報システムの効果的な運用を図る

とともに、各関係機関から災害対策本部への連絡員（リエゾン）の派遣を依頼するなど

関係機関相互の連絡体制を強化する。

（住民等への情報伝達体制の強化）

○ 災害時に住民が安全な避難行動をとれるよう、「避難指示等に係る具体的な発令基準」

を踏まえ、各種災害に係る避難指示等の発令基準を適宜見直していく。

○ 住民等への災害情報の伝達に必要な防災行政無線戸別受信機の普及を更に促進する

とともに、指定避難所としての利用が想定される公共施設への公衆無線ＬＡＮ機能の整

備、北海道防災情報システムとＬアラート（災害情報共有システム）の連携強化と職員

の操作能力の向上、災害情報伝達手段の多様化を推進する。

○ 国民保護法に基づく安否情報システムの有効活用を含め、災害時の安否情報を的確に

収集し提供する体制を確立する。

○ デマや根拠のない情報の流布を防ぐため、災害対策本部などにおいて関係機関や報道

機関と連携を図るとともに、町ホームページや SNS、防災行政無線による遅滞のない情

報発信など、情報収集・発信体制の強化を促進する。

（外国人、観光客、高齢者等の要配慮者対策）

○ 外国人への多言語支援を迅速かつ適切に行うため、民間と連携した支援体制の検討等

を進めるほか、外国人を含む観光客に対する災害情報の伝達体制を強化するため、災害

時においては道の駅や観光ガイドセンター、ホームページ及び SNS 等を利用した情報発

信を行うなど、災害時における外国人や観光客の安全確保に向けた取組を推進する。

○ 災害時も含め外国人観光客等の移動の利便性を確保するため、観光地における案内表

示等の多言語化を引き続き促進する。

○ 要介護高齢者や障がい者など災害時の情報収集や避難等に支援が必要な方々に対し、

それぞれの状況に応じた迅速で円滑な支援が可能となるよう、避難行動要支援者名簿の

作成及び提供と名簿を活用した地域住民の支援による個別避難計画の整備や安否の確

認など、「共助」の最大限の発揮に向け、道や民間事業所など関係者の連携により所要の

対策を推進する。

（帰宅困難者対策の推進）

○ 災害時における帰宅困難者対策として、多様な媒体を通じ、気象情報、道路の通行止

めや交通機関の運休状況、一時避難場所等に関する情報を迅速に周知する体制を強化す

るとともに、民間企業との連携による帰宅困難者支援の取組を促進する。
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（地域防災活動の推進）

○ 「防災士制度」「北海道地域防災マスター制度」の効果的な活用による地域防災に関す

る実践活動のリーダーの養成や、自主防災組織の組織率の向上及び地域防災力の強化に

向けた取組を推進する。

（防災教育の推進）

○ 防災教育を通じた「自助」の意識醸成に向け、各種教材の提供や多様な媒体を活用し

た情報発信を行う。

○ 教育関係者や児童・生徒に対する防災意識の啓発、実践的な防災訓練の実施、体験型

の防災教育など、道と連携し、学校における防災教育を推進する。

《指 標》

避難指示等に係る具体的な発令基準の策定状況 水害 策定済（R6） ➡ 適宜見直し（R12）

土砂災害 策定済（R6）➡ 適宜見直し（R12）

主要な避難所の無線 LAN の整備率 95.2%（R6） ➡ 100%（R12）

自主防災組織率 85.1%（R6） ➡ 全国平均値以上（R12）

＊R6 の全国平均値 85.4%

５－２ 長期的又は広範囲なエネルギー供給の停止

（再生可能エネルギーの活用）

○ 再生可能エネルギーの活用に向けて、町民、事業者、行政が連携協力して取り組むと

ともに、国の支援制度などの状況を踏まえながら推進する。

（拠点施設への燃料供給等体制の確保）

○ 石油供給関連事業者と国の機関や道、市町村の間で結ばれている協定に基づき、災害

時の救助・救急・災害復旧活動等に必要な車両や施設、避難所等に石油燃料が安定的に

確保されるよう、本町も平時から対象となる町内重要施設を掌握し、速やかに情報共有

や連携が図られるよう努める。

○ 厳冬期における大規模災害発生に備え、役場庁舎や主要な避難所等拠点施設における

電力やガスなど、自前による予備供給体制も併せて整備を促進する。

《指 標》

指定避難所における発電機整備率 48.6% （R6） ➡ 66.6% （R12）

※一部施設においては LP ガスバルクの導入も実施
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５－３ 上下水道施設の長期間にわたる機能停止

（水道施設等の耐震化、老朽化対策等）

○ 災害時においても給水機能を確保するため、病院や避難施設などの重要施設に係る基

幹管路の耐震化を進めるとともに、今後、更新期を迎える施設については、施設の重要

度や優先度を考慮して計画的に老朽化対策を進める。

（水道施設の防災機能の強化）

○ 災害時における水道施設の機能不全に備え、緊急時給水拠点の確保や給水訓練の実施

など、災害対応を担う人材の育成を行う。

（下水道施設等の耐震化、老朽化対策等）

○ 災害時に備えた下水道の BCP については、国の策定マニュアルの改定に伴う見直しを

進めるとともに、下水道施設等の耐震化や、ストックマネジメント手法を取り入れた施

設の改築・更新による長寿命化を進める。

○ 単独浄化槽から災害に強い合併処理浄化槽への転換を促進する。

《指 標》

水道基幹管路の耐震化率 53.3%（R6） ➡ 68.1%（R12）

下水道汚水老朽管の更新延長 9.8km（R6） ➡ 11.0km（R12）

５－４ 町外との基幹交通及び地域交通ネットワークの機能停止

（道路ネットワークの整備）

○ 災害時における広域交通の分断を回避するため、道東自動車道における（仮称）長流

枝スマートインターチェンジの早期完成や道東自動車道の４車線化、北海道横断自動車

道及び帯広・広尾自動車道の早期完成に向けた取組を進める。また、高規格幹線道路と

中心市街地を連結するアクセス道路の整備を始め、緊急輸送道路や避難路等の整備を計

画的に推進する。

（道路施設の防災対策、耐震化、老朽化対策）

○ 橋梁等道路施設の定期点検を行い、耐震化や老朽化対策等、適切な維持管理を推進す

る。

○ 道路陥没を未然に防ぐため，陥没の要因となる舗装路面下に発生する空洞を把握する

ため、路面下空洞調査を推進する。

○ 倒壊により救急救援活動等の支障となるおそれのある標識や照明等の附属物、老朽木、

冬季の安全・安心な避難活動のために必要なロードヒーティングの老朽化対策や更新

を推進する。
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○ 災害時における避難行動の円滑かつ確実な実施のため、小中学校などの指定避難所等

へとつながる経路の整備を推進するとともに、安全な道路空間の形成とバリアフリー化

した生活道路や通学路等の整備を推進する。

（鉄道の機能維持）

○ 災害発生時における救援物資等の大量輸送等に必要な鉄道機能を維持するため、持続

的な鉄道網の確立に向けた取組を進める。

（空港の機能強化）

○ とかち帯広空港が災害発生時に人員などの輸送拠点としての機能を発揮できるよう、

ハード・ソフト両面から空港の機能強化に向けた取組を推進する。

《指 標》

北海道横断自動車道の供用延長 341.4km（R6） ➡ 400.4km（R12）
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６ 迅速な復旧・復興等

６－１ 事前復興ビジョンや地域合意の欠如、災害廃棄物の処理や被災者支援業務等の停

滞による復旧・復興の大幅な遅れ

（災害廃棄物の処理体制の整備）

○ 早期の復旧･復興の妨げとなる災害廃棄物を迅速に処理するため、平時から「音更町

災害廃棄物処理計画」による実施体制を確認しておくとともに、大規模自然災害時に備

え、広域での相互協力支援体制の構築に努める。

（地籍調査の実施）

○ 発災後の迅速な復旧・復興を図るため、土地境界及び土地所有者の把握に必要な地籍

調査を推進する。

（生活基盤等の迅速な確保）

○ 生活再建の支障となるまちなかに堆積した土砂を排除するための手法や、復興まちづ

くりに向けた事前準備等について、自治体先進事例を参考にするなど、平時からの取組

を促進する。また、被災者支援に不可欠となる罹災証明書の発行根拠となる住家被害認

定調査についても、国や道の支援を受けながら、研修等を通じ職員の能力向上を図る。

《指 標》

災害廃棄物処理計画の策定状況 策定済（R6） ➡ 適宜見直し（R12）

地籍調査進捗率 93.14%（R6） ➡ 93.47%（R12）

６－２ 復旧・復興等を担う人材の絶対的不足や地域コミュニティの機能低下

（災害対応に不可欠な建設業との連携）

○ 災害発生時の各種土木・建築関連公共施設に対する応急対策を効果的に実施するため、

専門的な技術を有し、地域事情にも精通する建設業の効果的な活用を図るなど、災害時

における行政機関と建設業との連携体制を強化する。

《指 標》

建設業に係る防災協定件数 4件(R6) ➡ 内容の点検（適宜）
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【別表】 音更町強靱化のための推進事業一覧

1 人命の保護

推進事業 担当課 備考

1-1 地震等による建築物等の大規模倒壊や火災に伴う多数の死傷者の発生

耐震改修促進事業費 都市整備課

地域会館等改修事業費 町民課

霊園再整備事業費 環境生活課

ふれあい交流館改修事業費 ふれあい交流館

公園再整備費 都市整備課

小中学校照明設備改修事業費 教育総務課

木野東小学校長寿命化事業費 教育総務課

小中学校設備更新事業費 教育総務課

小中学校トイレ改修事業費 教育総務課

緑南中学校長寿命化事業費 教育総務課

生涯学習センター改修事業費 生涯学習課

集団研修施設改修事業費 生涯学習課

文化センター改修事業費 文化センター

図書館改修費 図書館

総合体育館改修事業費 スポーツ課

温水プール改修事業費 スポーツ課

屋外運動施設整備費 スポーツ課

公営住宅修繕料（共栄北団地屋上防水・外壁改修含む） 住宅課

子育て世帯向け民間賃貸住宅家賃補助金 住宅課

住宅確保要配慮者専用賃貸住宅家賃等低廉化補助金 住宅課

既存借上型公営住宅借上料 住宅課

空き家対策事業費 住宅課

道の駅おとふけ増築事業費 商工観光課

屋内遊戯施設整備事業費 商工観光課

なつぞら公園整備事業費 都市整備課

十勝が丘公園再整備事業費 都市整備課

緊急輸送道路ネットワーク整備事業費 道路河川課

無電柱化推進事業費 道路河川課

常備消防費 消防担当

非常備消防費 消防担当

消防施設費 消防担当

昭和商学校宿泊施設整備事業費 まちづくり推進課
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木野北部児童館改築事業費 町民課

学童保育所改築事業費 子ども福祉課

柏寿台団地建替事業費 住宅課

1-2 土砂災害による多数の死傷者の発生

各種災害ハザードマップ整備事業費 危機対策課

1-3 突発的又は広域的な洪水、防災インフラの機能不全等に伴う長期的な市街地等の浸水

各種災害ハザードマップ整備事業費 危機対策課

樋門樋管管理費 道路河川課

普通河川維持管理費 道路河川課

普通河川整備費 道路河川課

下水道建設費 上下水道課

下水道改良費 上下水道課

1-4 暴風雪及び豪雪による交通途絶等に伴う多数の死傷者の発生

道路交通安全対策事業費 道路河川課

道路橋梁応急補修費 道路河川課

除雪対策費 道路河川課

雪道安全対策費 道路河川課

潤いと思いやりの地域づくり事業補助金（地域福祉安全事業） 秘書広報課

2 救助・救急活動等の迅速な実施や避難生活環境の確保

2-1 消防、警察、自衛隊等の被災等による救助・救急活動の停滞

常備消防費（再掲） 消防担当

非常備消防費（再掲） 消防担当

2-2 保健・医療・福祉機能等の麻痺、大規模な自然災害と感染症との同時発生

予防接種等事業費 健康推進課

災害用備蓄関係整備事業費 危機対策課

自主防災組織活動用品整備事業費 危機対策課

地域防災力強化事業費 危機対策課

2-3 食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の長期停止

災害用備蓄関係整備事業費（再掲） 危機対策課

自主防災組織活動用品整備事業費（再掲） 危機対策課

地域防災力強化事業費（再掲） 危機対策課

2-4 避難施設やトイレ、暖房の不足等による劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理がもたらす、多

数の被災者の健康・心理状態の悪化による災害関連死等の発生

災害用備蓄関係整備事業費（再掲） 危機対策課

自主防災組織活動用品整備事業費（再掲） 危機対策課

地域防災力強化事業費（再掲） 危機対策課

要配慮者等支援対策事業費 危機対策課

昭和商学校宿泊施設整備事業費（再掲） まちづくり推進課
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昭和商学校管理費 まちづくり推進課

3 行政機能の確保

3-1 行政機能の大幅な低下

常備消防費（再掲） 消防担当

非常備消防費（再掲） 消防担当

庁舎管理費 総務課

4 経済活動の機能維持

4-1 長期的又は広範囲なサプライチェーンの寸断や中枢機能の麻痺等による企業活動等の停滞

事業所立地奨励補助金 商工観光課

工業団地土地購入資金利子補給金 商工観光課

音更町商工会補助金 商工観光課

商工業振興資金貸付金 商工観光課

商工業振興資金利子等補給金 商工観光課

本社等移転立地奨励金 商工観光課

中小企業等事業承継支援事業補助金 商工観光課

4-2 食料の安定供給の停滞に伴う、国民生活・社会経済活動への甚大な影響

農家経営対策費（利子補給） 農政課

人材育成事業費 農政課

営農対策協議会負担金 農政課

農業情報システム運営協議会負担金 農政課

地域計画関連事業費 農政課

環境保全型農業直接支援対策事業費 農政課

農業再生協議会交付金 農政課

粗飼料増産耕畜連携推進事業補助金 農政課

肥料費低減支援事業補助金 農政課

高温対策緑肥推進事業補助金 農政課

特産野菜生産振興事業補助金 農政課

家畜集出荷センター管理費 農政課

公共育成牧場施設等管理費 農政課

乳牛検定事業補助金 農政課

酪農ヘルパー活動事業補助金 農政課

家畜衛生推進協議会補助金 農政課

家畜防疫対策事業費 農政課

家畜伝染病特定疾病互助事業費 農政課

草地畜産基盤整備事業費 農政課

耕地防風林造成事業補助金 農政課

有害鳥獣駆除対策費 農政課
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産業振興支援事業補助金 商工観光課

土地改良施設維持管理事業費 農地整備課

小規模土地改良事業費 農地整備課

基幹水利施設管理事業費 農地整備課

畑地かんがい用水施設維持管理事業費（鹿追・十勝川

左岸・美蔓）
農地整備課

道営土地改良事業負担金 農地整備課

国営土地改良事業負担金 農地整備課

道営土地改良事業関連事業費 農地整備課

4-3 農地・森林や生態系等の被害に伴う国土の荒廃・多面的機能の低下

豊かな森づくり推進事業補助金 農政課

森林環境保全整備事業補助金 農政課

林業緑化推進事業補助金 農政課

森林経営管理調査事業費 農政課

有害鳥獣駆除対策費（再掲） 農政課

森林整備担い手対策推進事業費 農政課

町有林造林事業費 農政課

町有林保育事業費 農政課

町有林管理事業費 農政課

林道維持管理事業費 農政課

林道橋梁点検委託料 農政課

多面的機能支払事業費 農地整備課

農業水路等長寿命化・防災減災事業費 農地整備課

5 情報通信網や電力等ライフライン、交通ネットワークの確保

5-1 通信インフラの障害等による情報収集・伝達の不備・途絶

防災関連施設等管理事業費 危機対策課

自主防災組織活動用品整備事業費（再掲） 危機対策課

潤いと思いやりの地域づくり事業補助金（地域防災組織

活動事業）（再掲）
秘書広報課

防災士等育成事業補助金 危機対策課

要配慮者等支援対策事業費（再掲） 危機対策課

5-2 長期的又は広範囲なエネルギー供給の停止

再生可能エネルギー推進費 環境生活課

道の駅おとふけ増築事業費（再掲） 商工観光課

屋内遊戯施設整備事業費（再掲） 商工観光課

5-3 上下水道施設の長期間にわたる機能停止

水道導水管更新事業費 上下水道課

水道配水管更新事業費 上下水道課
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浄水場配管等更新事業費 上下水道課

取水池機器更新事業費 上下水道課

配水池機器更新事業費 上下水道課

音更木野汚水中継ポンプ場改築更新事業費 上下水道課

十勝川温泉浄化センター改築更新事業費 上下水道課

マンホールポンプ所改築更新事業費 上下水道課

ストックマネジメント計画関連事業費 上下水道課

個別排水処理施設整備事業費 上下水道課

5-4 町外との基幹交通及び地域交通ネットワークの機能停止

道路交通ネットワーク整備事業費
都市整備課

道路河川課

・音更下音更西３線道路

・音更然別北９線道路

・音更市街１５丁目道路

（仮称）長流枝スマートインターチェンジの整備促進 都市整備課

北海道横断自動車道及び帯広・広尾自動車道早期完成の要請
都市整備課

企画課

国道２４１号交通安全対策の要請
都市整備課

企画課

長流枝スマートインター線整備事業費 都市整備課

道路施設防災・老朽化・耐震化対策事業費 道路河川課

道路施設修繕事業費 道路河川課

街路樹維持管理事業費 道路河川課

バリアフリー化等整備推進事業費 道路河川課

道路施設維持・保全事業費 道路河川課

住宅地内道路整備事業費 道路河川課

舗装長寿命化修繕事業費 道路河川課

橋梁長寿命化修繕事業費 道路河川課

ふるさと農道緊急整備事業費 農地整備課

とかち帯広空港の機能強化に関する関係機関への支援要請 企画課

ＪＲ北海道の鉄道網の維持に関する関係機関への支援要請 企画課

6 迅速な復旧･復興等

6-1 事前復興ビジョンや地域合意の欠如、災害廃棄物の処理や被災者支援業務等の停滞による復旧・

復興の大幅な遅れ

地籍調査事業費 道路河川課

十勝圏複合事務組合負担金（清掃事業分） 環境生活課

6-2 復旧・復興等を担う人材の絶対的不足や地域コミュニティの機能低下

協定事業者等と連携した総合訓練の実施 危機対策課

町内会交付金 秘書広報課

潤いと思いやりの地域づくり事業補助金（再掲） 秘書広報課

自主防災組織活動用品整備事業費（再掲） 危機対策課
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